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○８番（深谷渉議員） ８番公明党の深谷渉でございます。 

 ただいま議長より発言のお許しをいただきましたので，通告に従いまして，質問させていただ

きます。 

 初めに，出産・子育て支援についてでございます。 

 子育て世代包括支援センターの現状についてお伺いいたします。 

 子育て支援に関する日本の予算規模は，出生率を回復した欧米諸国と比べて低水準にあります。

働き方改革もいまだその途上にあり，さらにコロナ禍において少子化，人口減少は一層進み，核

家族化，地域のつながりの希薄化が進む中，子どもや家族を取り巻く環境は深刻な状態でござい

ます。 

 ２０２１年に日本で生まれた子どもの数は，厚生労働省２０２１年人口動態統計によると過去

最少の８１万1,６２２人でございます。日本の将来推計人口の想定よりも，７年も早く少子化が

進んでおります。内閣府委託調査２０２１年度，人生１００年時代における結婚・仕事・収入に

関する調査報告書では，近年子どもを持つことに対する希望が低下し，子どもを持つことをリス

クと考える若者が増えていることが指摘されております。もとより，結婚，妊娠，出産は個人の

自由な意思決定に委ねられておりますが，一方で，次世代を育む仕組みをつくれない社会は持続

することはできません。子どもの幸せを最優先に，子どもを安心して産み育てられる社会を構築

することは喫緊の課題であります。 

 公明党は，これから妊娠から出産，そして教育を経て社会に巣立つまでの支援策がつながって

いく，この一貫性，継続性，恒久性，体系性が国民から見えるようになっていくことが，子ども

を産み育てたい人への予見可能性を与え，少子化を食い止める意味で重要と考え，今年１１月８

日に子育て応援トータルプランを公表し，これからの明確な政策目標として掲げました。 

 先週金曜日に，物価高の負担軽減を柱とする総合経済対策を盛り込んだ２０２２年度の第２次

補正予算が国会で成立いたしました。この中に，この公明党の子育て応援トータルプランの一部

を先行して実施していく妊娠から出産，子育てまでの一貫した伴走型相談支援と，妊娠届出時に

５万円相当，出生届時に５万円相当の経済的支援を一体で行う出産・子育て応援交付金事業が盛

り込まれております。 

 この事業は，支援が手薄とされている出産前後の０歳児から２歳児の子育て世代が孤立した状

態の育児に陥ることを防ぐのが狙いで，経済的支援は今年の４月以降に生まれた人に給付する想

定になっております。 

 この事業の特徴は，先ほど述べましたが，妊娠から出産，子育てまで一貫して身近で相談に応

じ，様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援でございます。実施主体は，子

育て世代包括センターになりますが，そこで現在の妊娠から出産までの相談体制の現状と課題に

ついてお伺いをいたします。 

 次に，政策立案の手法についてお伺いいたします。 

 ＥＢＰＭ，証拠に基づく政策立案の導入の検討でございます。 

 新型コロナは，感染による健康への直接的な影響のみならず，社会活動の抑制によって，特に
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もともと厳しい状況に置かれてきた人々に対して大きな影響を与えてきました。そうした悪影響

を最小限に食い止めるために，日本は巨額の財政出動を行ってまいりました。そこで重要性を増

すのが，効果的で費用対効果のある政策をいかに打ち出せるかでございます。行政の政策の中に

は，前例の踏襲や立案者の経験を頼りに計画され，効果が十分に吟味されないまま実施されるケ

ースがございます。実施後に費用対効果が見合わず，行政の無駄と指摘される場合が多々ござい

ます。政策の有効性を高め，行政の無駄遣いを削減すると期待される行政立案手法がＥＢＰＭと

呼ばれ，国をはじめ地方自治体でも導入が進み始めております。 

 ＥＢＰＭは英語のエビデンス・ベースド・ポリシー・メイキングの略で，証拠に基づく政策立

案ということでございます。例えば，神奈川県葉山町は住民と協働して２０１５年から３年間か

けてＥＢＰＭ手法を使い，放置ごみの対策を講じました。町の要請を受けた町内会が，ごみ集積

場に放置されるごみを調査したところ，事前の予想に反して不法投棄は少なく，分別間違いや収

集後の後出しが多い実態が分かりました。そこで町は，地域を３つに分けて比較実験を行いまし

た。１つは分別間違いの注意を促すチラシを個別投函した地域，もう一つは後出しを防ぐ看板を

設置した地域，もう一つは対策を行わない地域でございます。 

 実験の結果は，１つ目のチラシ投函は分別ごみの７割から８割を削減できますが効果が短いと

いう一方で，２つ目の看板設置は後出しを含む不適切なごみ出しを１５％減らし，効果も持続す

ることを突き止めました。 

 これを受け，町はチラシを町内会が随時利用できるようにすると同時に，後出し防止の看板を

全集積場に設置をいたしまして，放置ごみの減少につなげたという例でございます。 

 総務省統計局では，地方公共団体のためのデータ利活用支援サイトＤａｔａ ＳｔａＲｔで，

各自治体の先進事例，活用塾，そして利活用のツールと豊富な材料があり，このＥＢＰＭの普及

を図っております。 

 ＥＢＰＭは，行政内部で政策を練り上げ質の高い政策論議をする上で非常に役立ちます。全て

の政策で，ＥＢＰＭによる分析をするのは非常に現実的ではございませんが，本市でも行政の効

率化に向け，これはという政策には導入できるように調査研究を進めてもらいたいと考えますが，

ご所見をお伺いいたします。 

 続きまして，歴史・文化のまちの醸成についてお伺いをいたします。 

 歴史・文化の醸成に向けた現在の取組状況でございます。 

 いよいよ東部土地区画整理事業用地のＡ街区，Ｂ街区の大型商業施設が，来春オープンの運び

となりました。新たな大型商業施設の開業に伴い，人の流れも大きく変わってまいります。また，

新たに市外からも常陸太田市に訪れる人も多くなると思います。そしてその人たちに，本市の魅

力ある歴史や文化を知っていただき，常陸太田市にまた来てみたいと興味を抱いていただければ，

関係人口を増やすきっかけともなることと思います。 

 今が，本市の魅力ある歴史や文化に磨きをかけ，その醸成を図っていくときであると考えます。

そこで，歴史・文化の醸成に向けた現在の取組についてお伺いをいたします。 

 続きまして，郷土資料館の展示企画と入館者数などの状況について伺います。 
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 郷土資料館は昭和５５年から資料館として利用され，平成１１年には国の登録有形文化財にな

りましたが，平成２３年から文化庁の文化財構造物を活用した地域活性化事業費の補助金を受け

て，耐震補強と竣工時の姿に復元し，建物の本来の魅力を引き出す工事を実施しまして，平成２

６年にリニューアルオープンをしております。 

 この資料館の建物とともに，常陸太田の歴史・文化の魅力を伝えるために行われる郷土資料館

の展示企画内容と，入館者数などの現状，推移をお伺いいたします。また，平成２６年のリニュ

ーアルオープンと同時に，郷土資料館の設置及び管理に関する条例を制定し，今まで運営してき

たわけでございますが，現在の運営状況と今後の運営について，新たなお考えがあればご所見を

お伺いいたします。 

 以上で私の１回目の質問を終わりにいたします。ご答弁よろしくお願いいたします。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

〔柴田道彰保健福祉部長 登壇〕 

○柴田道彰保健福祉部長 子育て世代包括支援センターにおける妊娠から出産までの相談支援体

制の現状と課題についてのご質問にお答えをいたします。 

 子育て世代包括センター「ここキララ」は，令和３年４月の開設以来，妊娠中から出産・子育

て期を通して気軽に相談できるよう体制の整備に努めております。センターには専任の保健師が

２名配置されており，窓口や電話による相談を行うとともに，インターネットを活用したオンラ

イン相談にも対応しております。具体的には，妊娠後期の８か月頃に対象となる妊婦宅へ電話を

し，妊娠中の経過や出産の準備などの相談に応じています他，出生届出の際には，子育てに関す

る情報の提供を行うとともに，産婦の体調の確認や育児への不安や悩みに関する相談に応じてお

ります。また，助産師が自宅などを訪問し，妊娠中の生活指導や出産後の専門的なケアを行う「助

産師なんでも相談」を実施しております。さらに，妊娠期から子育て期の情報発信のツールとし

て，本年９月より子育て支援「じょうづるアプリ」の運用を開始しておりまして，アプリには電

子母子手帳の機能を備えており，子育ての記録が入力できる他，妊娠・出産に関する各種の支援

情報や市の子育てサービスの情報，予防接種のスケジュール管理，健診やイベント情報などの提

供を行っております。なお，この「じょうづるアプリ」の登録者数ですが，令和４年１１月末現

在２５１件の登録がございます。 

 次に，相談支援の実績でございますが，令和３年度は電話による相談が延べ２１４件，来所に

よる窓口での相談が延べ１７１件，オンラインによる相談が２件，助産師が自宅などを訪問する

「助産師なんでも相談」が延べ１４９件でございました。 

 次に，相談支援を行う中での課題でございますが，核家族化や近年のコロナ禍の影響により出

産や育児に対して悩みや不安を抱えているケースに対して，早期に発見しづらい状況にございま

す。 

 今後センターの持つ機能のさらなる周知と相談しやすい環境づくりに努めるとともに，業務に

従事する職員のスキルアップを図り，適切に対応することが重要であると考えております。 

 いずれにしましても，市としましては引き続き安心して子どもを産み育てることができる環境
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の整備に努めてまいります。 

○藤田謙二議長 企画部長。 

〔岡部光洋企画部長 登壇〕 

○岡部光洋企画部長 ＥＢＰＭ，証拠に基づく政策立案の導入の検討についてのご質問にお答え

いたします。 

 ＥＢＰＭは，政策の立案を自分たちの経験や有識者の意見等に頼るものではなく，政策目的を

明確化した上で政策効果の測定に重要な関連を持つ統計等のデータを活用し，合理的証拠，エビ

デンスに基づき政策立案を行うものであり，国においてもこうした手法を取り入れつつあること

は承知してございます。 

 しかしながら，国も着目して間もない政策立案手法であるとともに，合理的根拠，エビデンス

の収集・整理には技術面や労力の面でも多大な負荷がかかるなどの課題もございますことから，

今後の国や他自治体における取組等を注視してまいりたいと考えてございます。 

○藤田謙二議長 教育部長。 

〔西野保教育部長 登壇〕 

○西野保教育部長 歴史・文化のまちの醸成についての３点のご質問にお答えをいたします。 

 １点目の歴史・文化の醸成に向けた現在の取組状況についてでございますが，本市には古墳，

史跡名勝，神社仏閣，歴史的建造物や金砂田楽，都々逸坊扇歌生誕の地と，様々な歴史・文化資

源が多数存在し，これらの資源の活用により市民の歴史・文化の醸成に努めているところであり

ます。 

 具体的には，指定文化財集中曝涼においては，ふだんは目に触れることができない文化財を間

近にすることにより，市民の文化財への理解促進と文化財保護意識の高揚に努め，郷土資料館に

おいては本市の歴史・文化に関係するテーマによる企画展や講演会を開催することにより，歴史・

文化の普及啓発と新たな資源の発掘に取り組み，また，都々逸全国大会を開催し，伝統文化を将

来に継承するといった取組を行っているところであります。 

 これらのような取組を行うことで，市民に対し歴史・文化のまちという意識の醸成に努めてい

るところであります。 

 ２点目の郷土資料館の展示企画と入館者数などの利用状況の推移についてでございますが，過

去５年間の状況を申し上げますと，平成２９年度は市内遺跡出土の武器，佐藤進の遺墨など１０

回の企画展を開催し，１万3,６４１人の入館者がございました。平成３０年度は小野崎一族と薩

都神社，馬場八幡宮と若宮八幡宮など９回，１万8,０７７人の入館者がございます。令和元年度

は秋の文化財公開，雪村うちわと河合の箒など７回，１万３２１人。令和２年度は長瀬平遺跡，

昔の暮らしなど３回，3,９７１人。令和３年度は常陸太田に眠る美術工芸品，よろい，来迎院木

造如来形坐像など７回，8,７７３人となっております。 

 平成２６年度にリニューアルオープンして以来，年間入館者数は１万人を維持しておりました

が，近年のコロナ禍の影響により入館者数は減少しております。このコロナ禍におきましては，

バーチャル曝涼やおうちミュージアムといったインターネットを活用した新たな企画にも取り組
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み，郷土資料館を活用していただけるよう取り組んでいるところでございます。 

 ３点目の郷土資料館の今後の運営についてでございますが，初めに現在の管理運営体制につい

て申し上げますと，館長は文化課長が兼務し，受付・日常管理は業務委託，運営は文化課におい

て会計年度任用職員１名を含めた３名の学芸員を中心に，展示企画，調査研究などを行っている

ところであります。 

 今後の運営につきましては，さらなる魅力アップを図るため，他市町村の状況を参考としなが

ら検討してまいりたいと考えております。 

 また，東部地区に新店舗のオープンが予定されており，市外からも多くの方が訪れることが想

定されますことから，これらの人たちに郷土資料館を訪れていただけるよう情報発信を行うとと

もに，企画展の充実や現在実証実験中の電動キックボードの活用なども研究してまいりたいと考

えております。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

〔８番 深谷渉議員 質問者席へ〕 

○８番（深谷渉議員） ただいまはご答弁大変ありがとうございました。それでは，２回目の質

問をさせていただきます。 

 出産・子育て支援についてでございますけれども，答弁内容の中でオンラインによる相談件数

なんですけれども，２件と少ないなと感じたんですけれども，この点どのように感じているのか

ちょっとお伺いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

○柴田道彰保健福祉部長 ただいまの再度のご質問にお答えをいたします。 

 オンライン相談につきましては，オンライン相談を始めてから間もないため，今後十分周知を

図り件数を増やしてまいりたいと考えてございます。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） 子育てアプリもできまして，そういった意味で今後普及に努めていただ

きたいなと思っております。 

 続きまして，センターの持つ機能のさらなる周知方法についてをお伺いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

○柴田道彰保健福祉部長 新たな「じょうづるアプリ」等や広報紙，また，ホームページ等を活

用いたしまして，その機能を十分伝えられるよう努めてまいりたいと考えてございます。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） ありがとうございました。 

 国会で成立したばかりの今回の部分なのでございますけれども，今月の２２日に国から地方自

治体に向けて，オンラインで政策の説明があったわけでございます。その中で，やはりこの伴走

型支援に対して，今後相談窓口をやはり広めていって，また，相談体制もしっかりとしていかな

くちゃならないという部分が強調されていたように思います。そういった意味で職員のスキルア

ップを今までどのように行ってきたのか，そしてまた，今後どう図っていくのか，その辺の部分
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をもう少し詳しくお願いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

○柴田道彰保健福祉部長 職員のスキルアップでございますが，これまで先進事例などを研究し

てまいっております。今後につきましても，そういった事例を参考にいたしまして対応してまい

りたいと考えてございます。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） よろしくお願いしたいと思います。 

 今回の出産・子育て応援交付金事業でございますけれども，地方自治体におけるこれまでの取

組を生かしながら地域の実情に応じて本事業に取り組むことができるよう，地方自治体の創意工

夫に基づく柔軟な仕組みとするということになってございます。ぜひとも本市として，まだ「こ

こキララ」も２年たっていませんけれども，今までの実情と現状をさらに拡大できる相談体制を

つくっていただきたいなと思っております。この部分で，しっかりとどこも取り組む方向ではお

願いしたいんですけれども，やはり交付税でございますので，補助率が国が３分の２で，都道府

県は６分の１，本市が６分の１ということになっておりますので，ぜひとも拡大に向けての今後

の取組をお願いしたいと思います。 

 ちょっと長くなりますけど，今回の政策でございますけれども，総合経済対策の子ども・子育

て世代への支援策を評価する，そしてまた政府はこれを第一歩として今後抜本的に取り組むべき

だということで，子ども・子育て市民委員会，医者の鎌田實さんが所属しております委員会がそ

ういった緊急アピールをしてございます。そういった意味でも，今後この子育て支援，しっかり

と対策を取っていただきたいという要望をいたしたいと思います。 

 続きまして，ＥＢＰＭの導入についてでございます。確かに答弁にありましたように，まだ始

まったばかりというか，今までもそういったことは行ってきていたんでしょうけれども，こうい

った形で進めているというのはここ数年間でございますので，本当に本市としてもそういった手

法があるというのを意識しながら研究をしていくということが非常に重要になってくるのではな

いかなと思っております。 

 先ほど葉山町の例をちょっと紹介しましたけれども，簡単な例というのはちょっと変わってい

るかもしれませんけれども，東京の杉並区なんですけども，これは車に搭載されたＥＴＣ2.０か

ら収集した走行情報を国土交通省から提供を受けて，急ブレーキの多発地点を絞り込んで，そこ

で道路のカラー舗装をやったところ，時速３０キロ以上で走る車両が６割から４割に減らすこと

ができたという，そういった効果が上がったということでございます。ですから，普通，交通事

故が起こった後に対策をするという方法でしたけれども，これはもう予防型の交通安全対策を取

ったという評価がされております。 

 こういった手法もございますので，ぜひともどういった方法があるのか，しっかりと若手の職

員を集めて勉強会等を開いていただければなと思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

 続きまして，歴史・文化のまちの醸成についてでございます。 

 いろいろその醸成に向けて取組をされてございますけれども，もう少し具体的に本市として，
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例えば特定の文化財のブラッシュアップ等を図っていく，今後そういった何に力を入れていきた

いのかというお考えがあれば，お願いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。教育部長。 

○西野保教育部長 ただいまのご質問にお答えをいたします。 

 まずは，現在進めております梵天山古墳などの古墳群について，国指定史跡となるよう必要な

対応を進めてまいりたいと考えております。新たに国指定史跡になりますことは，そのこと自体

が社会的にも大きな注目が集まりますし，古墳群，ひいては当市の知名度も高まります他，史跡

の保護・保存の面でも国の支援が得られるといったメリットが期待できるものでございます。ま

た，当市が持つ文化財全般に関しましても，その保護・保存体制の確立にも努めていきたいと考

えております。その上で，指定文化財集中曝涼の充実など，文化財の活用にも力を入れ，歴史・

文化のまちという意識や郷土に対する愛着や誇りの醸成，また交流人口の拡大にもつなげてまい

りたいと考えております。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 昨日も同僚議員から質問がありましたその部分ですね，本当に古墳，新たな史跡というかそこ

をブラッシュアップしていただければというふうに要望しておきます。 

 次に，郷土資料館でございますけれども，答弁の内容で２６年のリニューアルオープン以来，

コロナ禍を除けば１万人以上の来館者の維持を続けてきたということでございます。この来館者

数，なかなかどう判断するのか難しいかと思うんですけれども，どのようにこの評価，現時点で

されているのかちょっとお伺いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。教育部長。 

○西野保教育部長 ただいまのご質問にお答えをいたします。 

 郷土資料館の来館者数につきましては，コロナ禍による来場者の減少はあるもののリニューア

ル前の５年間の平均が約6,８００人。それよりも増加しておりますことから，リニューアルによ

る建物の魅力の維持及び展示資料や企画展について，一定の評価がされているものと考えている

ところでございます。 

 一方で，コロナ禍の影響を受け，ここ数年は入館者数が落ち込んでいますことから，企画展示

の内容など，さらなる魅力アップの必要性も感じているところでございます。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 私も若干ちょっと調べたんですけれども，なかなか難しい部分だなという思いはしました。全

国でこういった資料館というか博物館ですか，2,３００ほどあるみたいですけれども，5,０００

人未満が２５％ぐらいあるということで，5,０００人以上１万人未満が１４％，１万人から３万

人が２２％ということで，本市もこの辺りに入っているのかなということで，こういった意味か

らすると頑張っているのかなという，そういう評価もできるんですけれども，本当にいかに増や

していくかという，毎年いろいろ変えていかないと，毎年同じだと飽きられてしまうという部分
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ございますので，その辺の難しさということを考えますけれども，しっかりと今後この１万人以

上を目指して頑張っていただきたいなと思っております。 

 次に，来館者を増やす部分でありますけれども，市内の小中学校との連携，授業の一環として

とか行事の一環として，その連携，今までどう取り組んできたのか，また，今後の取組について

どう考えているのかお伺いをいたします。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。教育部長。 

○西野保教育部長 ただいまのご質問にお答えをいたします。 

 市内の小中学校とは，これまで総合学習における梅津会館の見学や出前講座，そして職場体験

の受入れ等を行ってきているところでございます。今後につきましても，こうした取組を継続す

るとともに，さらなる連携に向けても研究をしてまいりたいと考えております。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 先ほど述べましたように，この企画展示というのは非常に毎年非常にバラエティに富まないと

なかなか来館者のほうが難しいということでございます。企画展示の計画から決定までの方法，

そしてまた，今後の計画について何かお考えがあればお伺いしたいと思います。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。教育部長。 

○西野保教育部長 ただいまの質問にお答えをいたします。 

 企画展示につきましては，文化課に配属されている学芸員を中心として市の所蔵している資料

を勘案しつつ市内で行われる様々な行事，過去の例では，小祭礼や国体，姉妹都市交流など，そ

れらの事業と連携なども考慮した上で立案し，郷土資料館運営委員会の意見等も参考として開催

をしているところでございます。 

 来年は学制発布１５０年を迎えますことから，学校関係の展示を考えているところでございま

す。今後につきましても，魅力ある企画展の開催に努めるため，幅広い情報の収集や職員の研さ

んに努めてまいりたいと考えております。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 最後になりますけれども，郷土資料館の設置及び管理に関する条例には資料館運営の運営委員

会を置くことになっております。今，ご答弁にありましたように，運営委員会の，私もちょっと

認識不足で申し訳ないんですけれども，その構成員と委員会の開催状況などをちょっと教えてい

ただけますか。 

○藤田謙二議長 答弁を求めます。教育部長。 

○西野保教育部長 ただいまのご質問にお答えをいたします。 

 郷土資料館運営委員会の構成でございますが，常陸太田市郷土資料館運営委員会設置要綱第３

条の規定に基づきまして，現在学校教育の関係者１名，社会教育関係者１名，家庭教育関係者１

名，学識経験者３名の計６名で構成をされております。また，委員会の開催状況でございますが，

年に２回会議を開催し，企画展などの運営に関するご協議をしていただき，ご意見をいただいて
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いるところでございます。 

○藤田謙二議長 深谷議員。 

○８番（深谷渉議員） やはり外部の方の意見というのが重要となってくるかと思いますので，

今後ともこの企画運営，しっかりと充実させていただきたいなと思います。 

 以上で私の一般質問を終わりにします。大変ありがとうございました。 


